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はじめに 
 
 放射性同位元素（Radioisotope：以下、「ＲＩ」）は原子力分野のみならず多くの分野

で利用されており、国民の日常生活を支えるものの一つとなっている。例えば、医療

分野では、種々の検査や治療を目的とし、理工学や医薬品の研究開発分野ではトレ

ーサーとしてＲＩが用いられている。また、放射線を照射することによる滅菌処理や非

破壊検査等にもＲＩが多く利用されており、加速器によるＲＩの製造等も実施されてい

る。現在、ＲＩを利用（加速器の利用を含む。）している事業所数は 5、000 を超えてい

る。 
 我が国において、これらのＲＩの利用は「放射性同位元素等による放射線障害の防

止に関する法律」（以下、「放射線障害防止法」）、「医療法」、「薬事法」、「臨床検査技

師、衛生検査技師に関する法律」（以下、「臨床検査技師法」）の規制の下に行われ

ており、これに伴い、ＲＩで汚染されたペーパータオル、注射器、試験管や使用済みの

密封線源等が廃棄物（ＲＩ廃棄物）として発生している。 
 また、日本原子力研究所等の研究機関、大学、民間企業等の約１８０事業所では、

原子力の利用に関する研究開発やその他の事業の目的のために、「核原料物質、核

燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下、「原子炉等規制法」）の規制の

下、試験研究炉や核燃料使用施設等を設置して、原子力の安全研究や核燃料物質

を用いた研究等が行われており、これらの研究開発等に伴い、実験で使用した手袋

やペーパータオル、廃液等が廃棄物（研究所等廃棄物*1)）として発生している。 
 ＲＩや核燃料物質等の利用は、日常生活の向上や科学技術の発展に大いに寄与し

ているが、これに伴い発生した廃棄物については、現在まで最終的な処分がなされる

ことなく保管されており、その保管量は年々累積している。ＲＩや核燃料物質等の利用

による便益を享受している現世代が発生させた廃棄物については、後世代に負担を

残すことがないようにすることが現世代の責務である。このため、早急にＲＩ廃棄物及

び研究所等廃棄物（以下、「ＲＩ・研究所等廃棄物」）の安全かつ合理的な処理処分方

策を確立して、制度整備を行い、最終処分に向け具体的に取り組むことが重要であ

る。 
 このような状況を踏まえて、原子力バックエンド対策専門部会では、ＲＩ・研究所等廃

棄物の処理処分に関する基本的な考え方を策定することとし、ＲＩ・研究所等廃棄物

の処理処分に関する技術的及び制度的事項について検討を行った。技術的事項とし

ては、廃棄物発生量の推定を行うとともに、処理及び処分に関する基本的な考え方

等について検討を行った。また、制度的事項として安全確保のための諸制度の整備

並びに処分事業の実施体制や実施スケジュールの在り方について検討を行った。 
 なお、ＲＩ・研究所等廃棄物は、原子力発電所や核燃料サイクルに係る事業所に比

べ小規模事業所からの発生が多いこと、ＲＩ及び核燃料物質等の使用形態の多様性



から放射性核種の種類・放射能濃度・廃棄物の性状も多様である等の共通項目があ

ることや、同じ研究施設等において、核燃料物質等とあわせてＲＩが使用される場合も

あることから、本報告書において両者に関して併せて検討を行ったものである。 
 

 

*1)後述するように一つの研究施設において、核燃料物質等とあわせてＲＩが使用され

る場合があり、原子炉等規制法、放射線障害防止法の双方の規制を受ける廃棄物も

発生している。本報告書においては、このような廃棄物については、研究所等廃棄物

とした。 

 

 
第１章 ＲＩ廃棄物の処理処分に関する基本的な考え方について 
 
１．ＲＩの利用とＲＩ廃棄物の発生 
 
 我が国におけるＲＩの供給は、海外からの輸入、原子炉や加速器による製造により

行われている。これらのＲＩの供給は、病院等に設置された加速器で製造されるような

極めて半減期の短いもの 2)等を除き、そのほとんどが（社）日本アイソトープ協会を通

して一元的に行われている（参考資料１）。 
 このようなＲＩは、主に放射性医薬品や研究用のトレーサーとして種々の事業所で利

用されている。医療機関では血液検査に使用されたり、肝機能検査、癌の検査等に

利用されている。最近では、放射性医薬品を利用する診断としてＰＥＴ（ポジトロン断

層診断装置）を用いる手法も注目されている。また、研究機関では、生化学における

例として、遺伝子情報解析にトレーサーとして用いるケース等がある。 
 密封線源としては、注射器等の医療器具の滅菌、微量物質の検出に用いるガスク

ロマトグラフ用の検出器、工業製品の厚さ計等に利用されている。さらに、溶接部の

検査等の非破壊検査用としても用いられている。 
 このようにＲＩの利用は、日常生活の向上や科学技術の発展に寄与してきたが、ＲＩ

の利用の進展とともに、ＲＩ廃棄物も増加している。ＲＩ廃棄物には、医療機関から発生

するものとして放射性医薬品用プラスチック試験管や注射器、ガラス容器等、研究機

関から発生するものでは試験管等のプラスチックやガラス製の器具、金属容器、排気

フィルター等が挙げられる。また、ＲＩ廃棄物に特有の廃棄物として、動物実験後の動

物死体も発生している。また、加速器の利用においては、放射化した金属やコンクリ

ート等の加速器本体と建屋の一部が廃棄物となる（参考資料２）。さらに、放射能が減

衰して線源として利用できなくなった密封線源も各事業所及び(社)日本アイソトープ協

会において保管されている。海外から輸入された線源については、海外の製造会社



に返却されているものもあるが、その他の線源は我が国において最終的な処分が必

要となる。 
 
 

 

2)例えば、心臓や肺の検査に使用される 11C の半減期は 20.4 分、脳酸素消費率の

測定等に用いられる 15O の半減期は 2.03 分であり、通常 検査に使用される放射

能量(約 107～108Bq/ml 程度）では、１日以内で放射能は減衰して実質的に無くなる

ものである。 

 

２．ＲＩ廃棄物の廃棄体 3)数量等の推定 
 
2.1 廃棄体数量の推定 
 
 現在、我が国において発生するＲＩ廃棄物のほとんどは、(社)日本アイソトープ協会

において集荷されている(参考資料１)。全国のＲＩ使用施設等から（社）日本アイソトー

プ協会が集めているＲＩ廃棄物量は、平成元年度から平成８年度までの８年間の平均

では、年間約１万７千本（200L 容器換算、以下、特に付記しない場合には 200L 容

器換算した本数を用いる。）となっている。これらのＲＩ廃棄物は、（社）日本アイソトー

プ協会で処理された状態又は未処理の状態で保管されているほか、一部は日本原

子力研究所において処理・保管されており、これらの廃棄物の保管量は年々累積し

ている。平成９年３月末時点で（社）日本アイソトープ協会において保管されているＲＩ

廃棄物量は、約７万２千本、日本原子力研究所での保管量は約３万３千本であり、合

計で約１０万５千本に達している。 
 ＲＩ廃棄物の処理処分方策の検討にあたり、ＲＩ廃棄物の発生量が現状のまま推移

し、大部分の廃棄物を焼却、圧縮処理等の後にセメントで固型化することを想定した

場合の、今後５０年間での廃棄体数量を推定した。その結果、現在の保管量と将来

の発生量を合わせて廃棄体数量は約２１万本となった。また、将来導入されると考え

られる減容性の高い溶融固化技術を用いた場合には、約５万３千本程度になると推

定した。なお、本報告では、現行処理技術による処分を前提とし、廃棄体数量が約２

１万本の場合について処分方策の検討を行った。 
 

 

3)原子力安全委員会報告書では、廃棄体とは「ドラム缶にセメント固化体等十分安定

化処理されるか又は容器に封入された低レベル放射性固体廃棄物」(原子力安全委

員会 「低レベル放射性固体廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基本的考え方」 



昭和 60 年 10 月 11 日)としており、最終的に埋設可能な廃棄物の形態のものを指

す。本報告書では、「廃棄物量」とは「廃棄体」になる前までの廃棄物量を指しており、

「廃棄体数量」とは固型化等を行い埋設可能な段階になったものの数量を指す。 

 

 
2.2 ＲＩ廃棄物中の放射性核種と放射能濃度 
 
(1)放射性核種の種類 
 (社)日本アイソトープ協会がこれまでに集荷したＲＩ廃棄物中に含まれる放射性核種

は２４７核種に及んでいる。この中で半減期が１年未満の放射性核種は２０２核種、１

年～１０年のものは１５核種、１０年～３０年のものは８核種、３０年～１００年のものが

５核種、１００年以上のものは１７核種となっている。 
 ＲＩ廃棄物中に含まれる主な放射性核種は、医療機関や大学等から発生するものと

しては、β線や γ線を放出する核種である 3H、14C、32P、90Sr、99mTc、123Ir、125I、
201Tl 等である。加速器の利用で発生する廃棄物中の主な放射性核種は、64Cu、
65Zn 等であり、半減期が数十日から数年程度のものが多い。また、廃棄物となる密

封線源の主な放射性核種は 60Co、63Ni、137Cs、192Ir 等であり、226Ra、241Am のよう

な α線を放出する核種の線源もわずかではあるが存在している（参考資料３）。 
 この中で、半減期等を勘案し、埋設処分において放射線被ばくへの影響が大きいと

考えられる放射性核種は、3H、14C、60Co、90Sr、137Cs 等である。 
 
(2)放射能濃度による区分 
 ＲＩ廃棄物の特徴としては、短半減期の放射性核種のみで汚染された廃棄物が多

く、廃棄される時点では放射能濃度が著しく低くなっているものが多いことがあげられ

る。 
 
 原子炉等規制法施行令第１３条の９で示されている放射能濃度上限値 4)によりＲＩ

廃棄物の廃棄体数量を区分すると、大部分の廃棄物が現行の政令濃度上限値以下

のものに区分できる。更に、その９割以上は、極めて放射能レベルの低い放射性廃

棄物（以下、「極低レベル放射性廃棄物」5)）に相当するものである（政令濃度上限値

以下のもので極低レベル放射性廃棄物より放射能濃度が高いものを以下、「政令濃

度上限値以下の低レベル放射性廃棄物」）。なお、極低レベル放射性廃棄物のうち、

放射性物質としてその特殊性を考慮する必要性のない基準（クリアランスレベル 6)）

以下に相当すると考えられる廃棄物も、国際原子力機関(IAEA)の提案値を参考とす

ると、ＲＩ廃棄物の半分程度を占めている。 
 密封線源の場合、表面が被覆されているため表面汚染は基本的にはないが、線源



１つで約 1012Bq を超える放射能の高い線源も一部存在している。このような線源が

放射性廃棄物として処分される場合には、現行の政令濃度上限値を超える放射能レ

ベルの比較的高い低レベル放射性廃棄物（以下、「現行の政令濃度上限値を超える

低レベル放射性廃棄物」）に相当するものとなる。このうち、60Co のような半減期が数

年以下の密封線源は、処分の前に一定期間保管することによって十分放射能を減衰

させれば、「現行の政令濃度上限値以下の低レベル放射性廃棄物」として取り扱うこ

とが可能である。したがって、現在使用されている線源のうち、処分の時点で政令濃

度上限値を超える低レベル放射性廃棄物となるものは、半減期が約３０年である
137Cs の密封線源と考えられ、今後５０年間における廃棄体数量は、処分容器に複数

個の線源を入れるとして約５００本程度と推定した。 
 また、α核種である 226Ra 等の密封線源の中には、その放射能濃度が約 1GBq/t
を超える TRU 核種を含む放射性廃棄物に相当するものもある。このような廃棄物の

今後５０年間での廃棄体数量を 226Ra 線源で約数十本、241Am 線源で約５００本と推

定した。 

 

4)原子炉等規制法施行令第１３条の９においては、原子炉施設から発生する放射性

廃棄物を容器に固型化したものをコンクリートピット処分場に埋設処分する場合の廃

棄体に含まれる放射性物質の濃度の上限値を定めている。この放射能濃度は、放射

性核種毎に異なるが、例えば 60Co では 1.11×1013Bq/t とされている。 
5)原子炉等規制法施行令第１３条の９においては、原子炉施設から発生する放射性

廃棄物のうち、放射能濃度が極めて低いコンクリート等を固型化せずに素堀り処分場

に埋設処分する場合の廃棄体に含まれる放射性物質の濃度の上限値を定めてい

る。この放射能濃度は、放射性核種毎に異なるが、例えば 60Co では 8.1×109Bq/t と
されている。 
6)放射性物質の取り扱い等に伴って発生する廃棄物の中には放射性物質の濃度が

極めて低く、被ばく管理の観点から放射性物質としてその特殊性を考慮する必要の

ないものもある。このようなものを区分する基準は、クリアランスレベルと呼ばれてい

る。無条件クリアランスレベルについては、IAEA が 1996 年に核種毎の具体的な放

射能濃度を提案している。 

 

 
３．ＲＩ廃棄物の処理に関する基本的な考え方 
 
 
3.1 処理方法 
 



 現在、(社)日本アイソトープ協会に集荷されたＲＩ廃棄物の一部は同協会及び日本

原子力研究所の施設において焼却処理や圧縮処理がなされているが、多くは未処理

の状態で保管されている。ＲＩ廃棄物の埋設処分に際して、廃棄体に含まれている放

射性核種の環境への移行を十分に抑制すること、処理後の廃棄体の安定性を保つ

こと及び処分すべき廃棄体数量を減らすことを目的として、処理を行うことが重要で

ある。 
 放射性廃棄物の処理技術は、原子力発電所等において、焼却や圧縮等の減容・安

定化技術が既に実用化されており、十分な実績を有していることから、今後、ＲＩ廃棄

物の処理についても、これらの既存の処理技術が応用できると考えられるが、ＲＩ廃

棄物の特性を踏まえて、以下の点に留意することが必要である。 
  ① 

 ＲＩ廃棄物は、発生事業所において、可燃性廃棄物、不燃性廃棄物等に分別

された後、（社）日本アイソトープ協会が集荷を行っている。「放射線利用統計」

（（社）日本アイソトープ協会、1996 年）によると、その発生状況は、焼却が可

能な紙や布である「可燃性廃棄物」及びプラスチック類等の「難燃性廃棄物」

が発生量の約７割を占めている。また、「不燃性廃棄物」として集荷されている

廃棄物中にも有機性の焼却可能な 廃棄物が混入している場合がある。この

ため、このような廃棄物については、廃棄体数量の低減及び埋設処分に際し

汚水の発生防止を目的として、焼却処理や加熱処理を施すことが適切であ

る。さらに、このような処理を行った後に、固型化材料を用いた固型化 を実施

し、廃棄体の安定化、放射性核種の浸出の低減等を行うことも重要である。 
  また、原子力施設における放射性廃棄物処理について、減容性の高い溶

融固化処理が導入されつつあり、ＲＩ廃棄物についても、減容性、廃棄体の安

定性、放射性核種の耐浸出性の観点等から導入を検討すべき処理方法であ

ると考えられる。 
 

  ② 
 埋設処分に際して放射線の影響のほかに有害物質についても考慮しておく

必要がある。重金属を有意に含むＲＩ廃棄物については、可能な限り発生源で

の分別を実施し、他の廃棄物中に混在しないようにするとともに、分別した重

金属やそれを含む廃棄物については、適切な無害化処理を行う必要がある。

具体的に発生しているものとしては、例えば、放射線の遮蔽用として使用され

ている鉛が挙げられる。このようなものについて は、仮にＲＩによる汚染が生

じたとしても除染を行い、再利用を図ることも考えられる。 
  廃棄体の健全性を損なう恐れのあるような有機溶剤等も発生の段階又は

処理の過程においてできるだけ分別するとともに、焼却等による適切な無害



化を行う必要がある。 
  また、医療機関等から発生するＲＩ廃棄物には、感染性廃棄物に相当する

廃棄物も含まれており、処理の段階で十分に無害化を実施しておくことが必要

である。ＲＩ廃棄物の大半は焼却可能なプラスチック類であるため焼却処理に

より、無害化を行うことが可能である。また、不燃性の廃棄物である注射針も

加熱等により、無害化処理を行うことが可能である。 
 

  ③ 
 ＲＩ廃棄物には、医療機関から発生するＲＩ廃棄物のように、半減期が数分か

ら数十日と短寿命の放射性核種のみを含む廃棄物も発生している。このよう

なＲＩ廃棄物については、処理を行う際の被ばくの低減を図るとともに合理的な

処分を行うために、他のＲＩ廃棄物と分別管理して一定期間保管し、放射能の

減衰を待って、処理を行うことが適切である。ＲＩ廃棄物を、半減期１年未満の

みの放射性核種を含むものとその他のも のに区分した場合、廃棄体数量

は、ほぼ半々程度と推定した。 
 

 以上のように、ＲＩ廃棄物については、廃棄物中に含まれる放射性核種の種類、重

金属等の含有の有無等を勘案して、発生事業所における分別を適切に行うとともに、

廃棄物を安全かつ合理的に処理することが重要である（参考資料５）。 
 
3.2 廃棄体の確認について 
 
 ＲＩ廃棄物の埋設処分に際しては、廃棄体に含まれる放射性核種の種類、放射能濃

度等が埋設の技術基準に適合していることを確認することが必要となる。特にＲＩ廃棄

物中には、β線のみを放出する放射性核種のみを含むものや放射能濃度が極めて

低いものがあり、廃棄体容器の放射線測定によって放射能濃度を算出することが難

しい廃棄体が存在する。 
 原子炉施設から発生する廃棄物については、外部からの測定が容易な 60Co 等の

実測値から難測定核種である 63Ni 等の放射能濃度を算出する方法(スケーリングフ

ァクター法)等が用いられている。これは原子炉施設の場合、廃棄物の発生形態が一

様であり、放射性核種の種類とその組成が廃棄物毎にほぼ同じであることから採用

されているものである。しかし、ＲＩ廃棄物は、発生形態が多様であることから、必ずし

も同様な方法のみを用いて放射能濃度を算出することが出来ない場合が多い。した

がって、廃棄体に含まれる放射性核種及び放射能濃度の確認方法の確立が必要で

ある。 
 ＲＩ廃棄物の廃棄体中の放射能濃度の確認方法は、1)発生者が廃棄物毎に作成す



る廃棄物明細書に記載されている放射性核種とその放射能量、2)販売事業者におけ

る放射性核種の販売量データ、3)ＲＩ廃棄物の処理過程におけるサンプリング測定

法、4)外部測定法による測定結果等を適切に組み合わせて行うことが考えられ、今

後、具体的方法について検討が必要である。 
 また、処理をした後に、廃棄体に含まれる重金属類の溶出性が十分低いことも確認

しておく必要がある。 
 
４．ＲＩ廃棄物の処分に関する基本的な考え方 
 
 ＲＩ廃棄物に含まれる放射性核種は、半減期の短い βγ核種が多く、廃棄物中の放

射能が時間の経過に伴って減衰する。したがって、ＲＩ廃棄物についても既に実施中

の低レベル放射性廃棄物の処分と同様に、放射能が時間の経過に伴って減衰し、人

間環境への影響が十分に軽減されるまでの間、固化体、ピット等の人工バリアと、土

壌等の天然バリアを組み合わせ、放射能レベルに応じた管理を行うことによって、放

射性廃棄物を安全に人間環境から隔離するという考え方に沿って処分を行うことが

妥当である。 
 ＲＩ廃棄物は、大部分は極低レベル放射性廃棄物であるが、廃棄体の性状として

は、焼却灰を固型化したものほか、廃棄物自体が安定なコンクリートや金属がある。

また、一部には現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物やＴＲＵ核種

を含む放射性廃棄物も存在している。したがって、放射能濃度や性状を考慮し、ＲＩ廃

棄物を適切に区分して各々に適した処分方法で埋設することが必要である。 
 
(1)放射能濃度区分に応じた処分方策 
 ＲＩ廃棄物の大部分は極低レベル放射性廃棄物に相当する。極低レベル放射性廃

棄物に関しては、原子炉等規制法において、原子炉施設から発生したコンクリート及

び金属を対象として人工構造物を設けない処分（素堀り処分）が可能とされており、こ

の廃棄物に相当するＲＩ廃棄物についても同様に、放射能濃度の観点からは素堀り

処分方法による処分が可能と考えられる。 
 また、現行の政令濃度上限値以下の低レベル放射性廃棄物に相当する廃棄物に

ついては、埋設処分に係る被ばく評価で重要となる放射性核種が、 60Co、90Sr、
137Cs 等であることから、現行の発電所廃棄物と同様にコンクリートピット処分が適当

であると考えられる。 
 さらに、密封線源等の放射性廃棄物の一部は、βγ核種や α核種の放射能濃度が

高く、現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物やＴＲＵ核種を含む放

射性廃棄物に相当する。これらの廃棄物については、今後検討されるそれぞれの放

射性廃棄物の処分方策に準じて埋設処分を行うことが必要である。 



 なお、クリアランスレベル以下に相当すると思われる廃棄物については、クリアラン

スレベルに関する原子力安全委員会での検討状況を踏まえつつ、適切な分別管理を

行っておくことが重要である。 
 
(2)放射線被ばく以外の観点からの検討 
 極低レベル放射性廃棄物に相当するＲＩ廃棄物は、コンクリート等それ自体安定なも

のを除き、焼却灰をセメント等の固型化材料で固型化したもの又は金属等の雑多な

不燃性固体を固型化材料で固型化したものに処理される。また、この一部には有害

物質を含む廃棄物を無害化処理した廃棄体も含まれる。このようなＲＩ廃棄物につい

ては、放射線被ばくの観点以外にも、廃棄体からの有機性の汚水の発生や重金属の

溶出を抑えるとともに、処分場における浸出水の発生を抑制することが必要である。 
廃棄体からの有機性の汚水の発生を抑制するために、焼却・加熱処理等により出来

る限り有機物を除去することが必要である。また、焼却灰からの重金属の溶出等を抑

えるために十分な固型化処理を実施することが必要である。浸出水の発生対策とし

ては、処分場を地下水面よりも上部に設置することや、雨水等の流入を抑えるために

遮水機能を有する透水性の小さい粘土等により廃棄体を埋設した部分を覆うこと等

が必要である。 
 このような処分場においては、処分場内の浸出水の有無を確認して浸出水中の重

金属濃度の監視等が必要であると考えられる。なお、廃棄体としての安定性の高い

溶融固化処理技術について今後その導入を検討することが重要であるが、その際、

廃棄体からの重金属等の溶出性が長期にわたり十分抑制されることを確認したうえ

で、素堀り処分場における処分の可能性についても検討を行うことが必要であると考

えられる。 
 また、加速器の解体等で発生するようなコンクリートや大型の金属廃棄物について

は、廃棄物自体が安定なものであることから、放射能濃度に応じて素堀り処分又はコ

ンクリートピット処分を行うことで、安全かつ合理的な処分が実施できる。 
 以上のことをまとめると、ＲＩ廃棄物の処分方策は、現在の処理技術を前提した場

合、以下のように整理される（参考資料６）。 
 
 

廃棄物の区分 想定される処分形態 
廃棄体数量

(推定値) 

α核種の放射能濃度が約

1GBq/t を超えるもの 
今後検討される処分方策に準じる 

約   ５００

本 

現行の政令濃度上限値を超える

低レベル放射性廃棄物 
今後検討される処分方策に準じる 

約   ５００

本 



現行の政令濃度上限値以下の

低レベル放射性廃棄 
コンクリートピット処分 

約 １万   

本 

極低レベル放射性廃棄物 
素堀り処分又は遮水機能を付加する

施設への処分 

約 ８万２千 

本 

クリアランスレベル以下のもの    ────────── 
約１１万８千 

本 

合      計   
約２１万   

本 

（セメントで固型化したＲＩ廃棄物の廃棄体等が 50 年間で約 21 万本発生すると推定

した場合） 
 
 
５．ＲＩ廃棄物の処分場の管理 
 
 低レベル放射性廃棄物の処分における管理の在り方については、原子力委員会報

告書「放射性廃棄物処理処分方策について（中間報告）」（昭和５９年８月）において

放射能の減衰に応じた段階管理の考え方が既に示されているが、ＲＩ廃棄物の放射

能濃度も、時間の経過とともに減衰するものであり、放射能の減衰に応じた段階管理

を行うことが適当である。また、極低レベル放射性廃棄物に相当する焼却灰等を固型

化したＲＩ廃棄物については、放射線被ばく以外の観点から浸出水の監視等を行い、

安全の確保を図る必要がある。 
 したがって、ＲＩ廃棄物処分場の管理としては、放射能の減衰及びその他の性状を

考慮すると以下のような段階管理が妥当である（参考資料７）と考えられる。 
 
 
(1)現行の政令濃度上限値以下の低レベル放射性廃棄物（コンクリートピット処分施

設） 
  ① 

人工バリアにより放射性物質のバリア外への漏出を防止し、所要の観測、測

定（巡視点検、施設のモニタリング等）によって漏出の無いことを確認する段

階。（第１段階） 
  ② 

人工バリア及び天然バリアによって放射性物質の移行を防止し、所要の観

測、測定（周辺環境のモニタリング等）によって安全であることを確認する段

階。（第２段階） 
  ③ 



主に人間の特定の行為を禁止あるいは制約する段階。（第３段階） 
  ④ 

管理を必要としない段階。 
 

(2)極低レベル放射性廃棄物（素堀り処分又は素堀り処分に適切な遮水機能を付加

した処分施設） 
  ① 

主に人間の特定の行為を禁止あるいは制約する段階。 
このうち遮水機能を有する処分場については、焼却灰等を固型化した廃棄体

が対象となるので、浸出水中の重金属濃度の監視等が必要であると考えられ

る。 
  

  ②管理を必要としない段階 
 
 なお、現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物及びＴＲＵ核種を含

む放射性廃棄物に相当するＲＩ廃棄物については、今後検討される当該廃棄物の管

理の考え方に準ずることとする。 
 
第２章 研究所等廃棄物の処理処分に関する基本的な考え方について 
 
１．研究所等廃棄物の発生 
 
 日本原子力研究所等の研究機関、大学、民間企業等においては原子力の利用に

関する研究開発のため、試験研究炉や核燃料使用施設等を設置して、原子力の安

全研究や種々の実験等が実施されている。また、一部の民間企業においては核燃料

物質を金属触媒に使用する等研究以外の目的でも使用している。これらの研究等に

伴い発生する廃棄物のほとんどは、現在、廃棄物を発生させている事業所で保管さ

れている。 
 主な研究所等廃棄物は、施設の運転や試験・実験により発生する液体廃棄物、排

気フィルター、試験管等や施設の解体により発生するコンクリートや金属配管等であ

る（参考資料２）。 
 
２．研究所等廃棄物の廃棄体数量等の推定 
 
2.1 廃棄体数量の推定 
 研究所等廃棄物の発生量としては、試験研究炉や核燃料使用施設等の運転等か



ら発生する廃棄物のほか、現在稼働中の施設の将来の廃止措置に伴って発生する

廃棄物も考慮して、今後５０年間についての廃棄体数量を推定した。その結果、現在

の保管量と将来の発生量を合わせて、廃棄体数量として約１０１万本となった。 
 
2.2 研究所等廃棄物中の放射性核種と放射能濃度 
 
(1)放射性核種の種類 
 研究所等廃棄物としては、実験等により放射性物質によって汚染されたものと、試

験研究炉等により放射化された金属及びコンクリート等が発生している。 
 試験研究炉から発生する廃棄物に含まれる放射性核種は、原子力発電所の運転

等に伴って発生する廃棄物中に含まれる放射性核種と同様の 60Co、90Sr、137Cs 等

である。 
 核燃料使用施設等から発生する廃棄物には、天然ウラン、天然トリウムのみを含む

廃棄物があるほか、一部の研究施設からは使用済燃料の破壊検査等に伴い 241Am
や 237Np のようなＴＲＵ核種を含む廃棄物も発生している。 
 
(2)放射能濃度による区分 
 原子炉等規制法施行令第１３条の９で示されている放射能濃度上限値を用いて、

研究所等廃棄物の廃棄体数量を区分すると、大部分の研究所等廃棄物は、現行の

政令濃度上限値以下のものである。さらに、その約９割は、極低レベル放射性廃棄物

に相当するものであるが、その中でクリアランスレベル以下に相当すると考えられる

廃棄物は、IAEA の提案値を参考とすると、研究所等廃棄物の全体の約６割を占め

ている。 
 また、現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物、ウラン廃棄物に相

当するものも極わずか含まれているほか、α核種濃度が約 1GBq/t を超えるものも

数％存在する。 
 
３．研究所等廃棄物の処理に関する基本的な考え方 
 
3.1 処理方法 
 
 主要な発生事業者である日本原子力研究所では、廃棄物の種類に応じて分別さ

れ、廃液については濃縮処理後セメント又はアスファルト固化、可燃物については焼

却、不燃物については圧縮等の処理が行われた後、保管されている。なお、同研究

所においては、廃棄物の減容と安定化を図るため、金属廃棄物の高圧縮処理及び溶

融固化処理、金属以外の雑固体廃棄物の溶融固化処理を行う高減容処理施設の建



設・整備が進められている。 
 一方、大学のような小規模の使用施設・原子炉施設を有する事業所においては、一

部の事業所で圧縮処理等が行われているものの、大部分の廃棄物は未処理のまま

保管されている。このような未処理の廃棄物については、廃棄物の減容と安定化を

目的として処理を行う必要がある。また、これらの事業所は、小規模事業所が多いこ

とから、各事業所において処理施設を設置するよりも経済性や廃棄体の規格化等を

考慮して集中的に廃棄物を処理する施設を整備することも必要であると考えられる。 
 放射性廃棄物の処理処分については日本原子力研究所や原子力発電所等で用い

られている既存技術で対応可能であると考えられる（参考資料５）。 
 また、廃棄体の健全性を損なうおそれのある物質等は、ＲＩ廃棄物と同様に、分別管

理を行うとともに、適切な無害化処理を行う必要がある。 
 
3.2 廃棄体の確認について 
 
 研究所等廃棄物は、ＲＩ廃棄物と同様に、その発生源が一様でないため、廃棄物に

含まれる放射性核種及び放射能濃度の確認方法が重要となる。 
 研究所等廃棄物のうち試験研究炉の運転及び解体に伴って発生する廃棄物につ

いては、放射性核種の組成が発電所廃棄物と同様と考えられるので、発電所廃棄物

に用いられているスケーリングファクター法等の適用が可能であると考えられる。ま

た、核燃料使用施設等から発生する廃棄物については、施設の運転履歴、放射性物

質の使用履歴等についての入手可能な情報を考慮に入れるとともに、廃棄体試料の

分析や外部放射線の測定等を適切に組み合わせ、廃棄体に含まれる放射性核種及

び放射能濃度を評価する必要がある。 
 
４．研究所等廃棄物の処分に関する基本的考え方 
 
 放射性廃棄物の処分は、廃棄物の種類、放射能濃度等に応じて、適切に区分して

処分する必要があり、現行の発電所廃棄物の処分方策等を参考にすると、以下のよ

うになる。 
 
(1) 現行の政令濃度上限値以下の低レベル放射性廃棄物 
 研究所等廃棄物のうち、現行の政令濃度上限値以下の低レベル放射性廃棄物は、

試験研究炉の運転等により発生している。これらの廃棄物に含まれる放射性核種は

発電所廃棄物と同様、主に 60Co、90Sr、137Cs 等である。このため、当該廃棄物の処

分は、原子炉等規制法で既に規定されているコンクリートピットによる浅地中処分が

適当である（参考資料６）。 



 
(2) 極低レベル放射性廃棄物 
 極低レベル放射性廃棄物は、主に試験研究炉や核燃料物質使用施設の解体で発

生するコンクリート等であって、発電所廃棄物の解体等に伴い発生する極低レベル放

射性廃棄物と類似したものである。 
 日本原子力研究所の試験研究炉である動力試験炉（ＪＰＤＲ）の解体から発生した

廃棄物のうち極低レベル放射性廃棄物であるコンクリート等はすでに原子炉等規制

法の下で素堀り処分により埋設実地試験がなされている。この結果を踏まえ、他の試

験研究炉及び核燃料物質使用施設から発生する極低レベル放射性廃棄物の約８割

を占めるコンクリート等廃棄物についても、廃棄体中の放射能濃度等が埋設に係る

技術基準に適合して安全であることを確認したうえで素堀り処分場において処分する

ことが適当である（参考資料６）。その他の極低レベル放射性廃棄物は、焼却灰や雑

固体廃棄物の溶融固化体又はセメント固化体であり、ＲＩ廃棄物と同様、適切な遮水

機能を有する施設へ処分することが必要である。 
 
(3) 現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物、ＴＲＵ核種を含む放射

性廃棄物、ウラン廃棄物相当の放射性廃棄物 
 現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物、ＴＲＵ核種を含む放射性

廃棄物及びウラン廃棄物に相当する廃棄物については、今後検討されるそれぞれの

放射性廃棄物の処分に準じて埋設処分を行うことが必要である。 
 
(4) クリランスレベル以下の廃棄物 
 原子炉施設等の解体等に伴い発生する廃棄物についてはクリアランスレベル以下

に相当すると考えられる廃棄物が多く含まれる。このような廃棄物については、クリア

ランスレベルの検討状況を踏まえつつ、適切な分別管理を行っておくことが必要であ

る。 
 
 以上のことをまとめると、研究所等廃棄物の処分方策は、以下のように整理され

る。 
 
 

        

廃棄物の区分 想定される処分形態 
廃棄体数量

(推定値) 

α核種の放射能濃度が約

1GBq/t を超えるもの 
今後検討される処分方策に準じる 

約  ３万  

本*) 



現行の政令濃度上限値を超える

低レベル放射性廃棄物 
今後検討される処分方策に準じる 

約    ３

千本 

現行の政令濃度上限値以下の

低レベル放射性廃棄 
コンクリートピット処分 

約 １３万４

千本**) 

極低レベル放射性廃棄物 
素堀り処分又は遮水機能を付加する

施設への処分 

約 ２５万７

千本 

クリアランスレベル以下のもの    ────────── 
約 ５９万  

本***) 

合      計   
約１０１万  

本 

*) 
TRU 核種を含む放射性廃棄物のうち区分目安値を超える廃棄物に相当する

廃棄物である。日本原子力研究所においては、α核種で汚染された廃棄物と

照射済み試験片が混在して保管されているが、今後分別がなされる予定であ

り、数量について変更があり得る。 
**) 

天然ウラン等のみで汚染された廃棄物として約３千本を含む。 
***) 

IAEA で提案されている値を参考とした。 
(注) 

動力炉・核燃料開発事業団から発生する放射性廃棄物のうち、核燃料サイク

ル関連施設から発生するＴＲＵ核種を含む放射性廃棄物やウラン廃棄物並び

に発電所廃棄物として発生段階で区分されているものについては、ここでの

廃棄体数量として含めていない。 
 

５．研究所等廃棄物の処分場の管理 
 
 研究所等廃棄物についても現行の政令濃度上限値以下の廃棄物については、ＲＩ

廃棄物と同様の放射能の減衰に応じた段階管理（参考資料７）を行うことが妥当であ

ると考えられる。 
 また、現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物、ＴＲＵ核種を含む放

射性廃棄物及びウラン廃棄物に相当する廃棄物については、今後検討される当該廃

棄物の管理の考え方に準ずることとする。 
 
第３章 安全確保のための諸制度の整備 
 



１． ＲＩ廃棄物について 
 ＲＩ廃棄物は、放射線障害防止法、医療法、薬事法及び臨床検査技師法(参考資料

１）により規制されているが、これらの法律には、現在保管廃棄までの規定しかなく

（参考資料８）、処分に係る法令の整備を行うことが必要である。具体的には、原子炉

等規制法に基づく廃棄物処分に係る規制を踏まえつつ、処分に係る事業許可、濃度

上限値設定、埋設施設及び廃棄体に係る技術基準等について法令整備を行う必要

があると考えられる。 
 
２．研究所等廃棄物について 
 研究所等廃棄物は、原子炉施設から発生する放射性廃棄物と核燃料物質等使用

施設から発生する放射性廃棄物に大別される。 
 原子炉施設から発生する研究所等廃棄物については、原子炉等規制法の下で処

分に関する諸規定が昭和６１年の法改正等、逐次整備されており（参考資料９）、先

例として、日本原子力研究所の JPDR 解体時のコンクリート等廃棄物は、現行制度

の下で既に埋設実地試験がなされている。 
 他方、核燃料物質等使用施設から発生する廃棄物については、埋設処分に関する

放射能濃度上限値等の法令の整備がなされていないが、これらはＴＲＵ核種を含む

放射性廃棄物やウラン廃棄物に相当するものであり、今後検討されるこれらの放射

性廃棄物処分方策を踏まえ、最終処分に係る関係法令の整備を行っていくことが必

要である。 
 また、試験研究炉の運転、核燃料物質等の使用等を行っている研究所等において

は、あわせてＲＩが使用されることも多く、原子炉等規制法及び放射線障害防止法の

双方の規制を受ける廃棄物も発生している（参考資料１０）。このような廃棄物は、主

に日本原子力研究所等から発生しており、同研究所において、双方の規制を受ける

廃棄物は、現在６割以上あり、我が国における研究所等廃棄物全体の発生量に占め

る割合も大きい。双方の規制を受ける廃棄物は、「研究の過程においてＲＩと核燃料

物質を併せて使用する等、廃棄物の発生時において既に双方の規制を受ける廃棄

物」と「廃棄物の発生時には各々の規制のみを受けていたにも関わらず、処理の段

階において混合され、結果として双方の規制を受ける廃棄物」の２種類が考えられる。

後者については、廃棄体の確認等処分に係る手続きがいたずらに煩雑化しないよう、

原則として、発生者において適切な分別管理を実施することが必要と考えられる。ま

た、双方の規制を受ける廃棄物の処分が円滑に行われるよう、それぞれの基準や手

続き等の整合性に配慮し、関連法令の整備を図ることが重要である。 
 
３．多種多様な発生形態への対応 
 ＲＩ・研究所等廃棄物は、その発生源、廃棄物中の放射性核種、放射能濃度、廃棄



体の性状、保管形態等が多種多様である。このため、その処分に係る安全が確保さ

れるためには、処分される廃棄体に含まれる放射性核種、放射能濃度等を適切にか

つ効率よく把握することが不可欠であり、このための方法を確立する必要がある。即

ち、ＲＩの販売時におけるデータ、原子炉施設の運転者、ＲＩ及び核燃料物質等の使用

者による記録、処理時におけるサンプリング測定等を組み合わせた合理的、効率的

な廃棄体確認方法の確立が重要である。 
 このため、廃棄物の発生者等は、廃棄物をその発生源や放射性核種、廃棄物の性

状等により適切に分類し、それぞれの分類毎の処理方法、廃棄体確認方法等を確立

する必要があり、国は、これらに対応した安全かつ合理的な基準等を整備することが

必要である。 
 なお、ＲＩ及び核燃料物質等については、その使用から廃棄の段階まで放射線障害

防止法、医療法、薬事法、臨床検査技師法及び原子炉等規制法において規制され、

管理と記録の保持が義務づけられている。更に、原子炉等規制法では、原子炉施設

から発生する廃棄物について、国による廃棄体の確認等が義務づけられている。ＲＩ・

研究所等廃棄物に係る法令整備を行うに当たって、現行の規制を踏まえつつ、埋設

処分に際しての廃棄体の確認を適切に行うこと等により、廃棄物の発生から処分に

至るまで放射性廃棄物の一貫した管理・確認が行われるよう措置することが必要で

ある。 
 
４．有害物質への対応 
 ＲＩ・研究所等廃棄物には、感染性廃棄物や重金属等を含む廃棄物も一部含まれて

いる。このため、発生段階における分別管理、溶融、焼却等の無害化処理、処分に

際しての廃棄体の確認、また処分場の建設、操業及び管理等、各段階において有害

物質への対応が図られる必要がある。このため、有害物質への対応が図られるよう

基準等を整備するとともに、有害物質の溶出抑制を一層高める固型化技術開発とそ

の溶出率の評価等の研究開発を進めることが重要である。 
 
５．現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃棄物、ＴＲＵ核種を含む廃棄物、

ウラン廃棄物への対応 
ＲＩ・研究所等廃棄物の中には、現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃

棄物やＴＲＵ核種を含む放射性廃棄物及びウラン廃棄物に相当する廃棄物も一部含

まれている。これらの放射性廃棄物については、今後検討される各々の放射性廃棄

物の処分方策に準じて基準等の整備を順次実施する必要がある。 
 
６．クリアランスレベルの適用について 
廃棄物の放射能濃度に応じた安全かつ合理的な処分・有効利用を実施するために



は、ＲＩ・研究所等廃棄物について、クリアランスレベルを導入することが望まれる。 
このようなクリアランスレベルの導入により、ＲＩ・研究所等廃棄物の半分以上がクリア

ランスレベル以下の廃棄物になると想定されることから、放射性物質として取り扱うべ

き廃棄物量を大幅に減少させることができ、また資源の有効利用を通じ環境負荷の

低減に資するものと考えられる。 
 我が国においては、現在、原子力安全委員会放射性廃棄物安全基準専門部会に

おいて、原子炉施設から発生する廃棄物のクリアランスレベルの設定について検討

が行われており、ＲＩ・研究所等廃棄物についても引き続き検討が実施される予定で

ある。 
 
第４章 処分事業の実施体制の確立及び実施スケジュール 
 
 ＲＩ・研究所等廃棄物に関する処分事業の具体化に向けてた取り組みとしては、日

本原子力研究所、動力炉・核燃料開発事業団及び(社)日本アイソトープ協会により、

「ＲＩ・研究所等廃棄物事業推進準備会」（以下、「準備会」）が平成９年１０月１日に設

置されたところである。準備会においては、処分事業主体の在り方、実施スケジュー

ル、資金確保策等について検討が行われる予定である。今後、処分事業が着実・円

滑に実施されるよう、準備会、関係機関及び国は、以下の諸点に留意し、十分な連携

を図り、実施体制の確立等を図ることが必要である。 
 
１．関係機関における責任及び役割分担の考え方 
 
ＲＩ・研究所等廃棄物は、廃棄物の発生者の責任において処理処分が実施されること

が基本であり、具体的には、廃棄物の発生者は最終的な処分費用を負担することに

より、その責任を果たしていくこととなる。 
 他方、ＲＩの製造者、ＲＩの販売業者（輸入業者を含む）、処分事業者等の、ＲＩ等の製

造、流通、処理処分の各段階における事業者の役割分担についても検討を行う必要

があると考えられる。 
 例えば、処理処分に際し対応が必要となる有害物質についてＲＩによる汚染がない

ように分別可能な製品とすることや、放射性医薬品の容器を不燃性のガラス等から

可燃性のものに替えること等により、廃棄物の発生量を減らし、その処理処分が適切

に行われることとなる。このため、廃棄物の発生者のみならず、関係する者が協力し、

適切な対応をとることが重要である。 
 また、国は、ＲＩ・研究所等廃棄物の埋設処分に係る関連法令の整備を図り、これに

基づく厳正な規制を行うとともに、廃棄物発生事業者や処分処分事業主体において、

当該廃棄物の管理や処理処分が適切に行われるよう、関連法令に基づき事業者へ



の指導監督等の必要な措置を講ずることとする。 
 
２．処分事業主体の在り方 
ＲＩ・研究所等廃棄物は、発電所廃棄物と異なり、放射性物質の使用目的、事業規模、

資金背景等の異なる大小様々な全国の諸機関・団体から発生しており、責任及び役

割分担の考え方も多様である。このような関係機関の意見を集約し、処分の進め方

について共通の認識を形成しておくことは、処分事業主体の事業基盤を固め、処分

事業を円滑に進めるうえで重要である。このため、廃棄物発生者等の関係機関が積

極的に今後の処理処分に係る検討に参加することが重要であり、準備会はその受け

皿となることが適当である。また、これにより、関係機関の役割分担の具体化を図る

とともに、ＲＩ・研究所等廃棄物について、その発生量や特性を踏まえて、合理的かつ

総合的な処理処分の方法について検討を行う体制を整えることが重要である。 
 現在、(社)日本アイソトープ協会においては、ＲＩ使用開始前の事業所の登録、ＲＩ廃

棄物集荷容器の貸与、ＲＩ廃棄物の種別・核種等を記入した記録表の提出、廃棄物集

荷時期の周知等、廃棄物処理に係る一連の手続きを整備し、ＲＩ廃棄物を集荷してい

る（参考資料１）。しかし、研究所等廃棄物については、ＲＩ廃棄物のような一元的な廃

棄物の集荷・処理システムは整備されていない。したがって、ＲＩ・研究所等廃棄物の

処理処分が適切に行われるためには、当該廃棄物が様々な事業所から発生する多

様な廃棄物であることを踏まえ、(社)日本アイソト－プ協会における現在の手続きも

参考に、処理処分に係る全体のシステムを構築していくことが重要である。特に、当

該廃棄物の処分にあたっては、廃棄体の確認方法が重要なプロセスであり、また今

後、集中処理施設等の検討も必要である。準備会おいては、(社)日本アイソトープ協

会や日本原子力研究所等の現在の事業や既存の施設との連携も踏まえつつ、最終

処分事業以外に処分事業主体がどのような役割を担うべきかについて十分検討を行

うことが必要である。 
また、処分事業主体は、処分を安全に行うために技術的能力と経理的基盤を十分に

備えることが不可欠である。さらに、事業が長期にわたるため、長期安定性が必要で

あるが、他方で事態の変化に対応できる機動性、柔軟性のある組織が要求される。 
 
３．処理処分費用の確保 
 処理処分費用については、現在、(社)日本アイソトープ協会が、ＲＩ廃棄物について、

廃棄物の性状毎に集荷料金を設定し、集荷時に発生者から徴収し積み立てているが、

これにより十分な対応が可能であるか否かについて検討を行う必要がある。 
 研究所等廃棄物については、処分費用は確保されていない。処理については、日

本原子力研究所、動力炉・核燃料開発事業団等においては実施されているが、その

他の小規模事業所においてはほとんど実施されておらず、このような事業所において



は処理費用の確保も必要である。 
 このため、発生者による費用負担が適切に行われ、処理処分費用の確保が図られ

るよう、技術的事項の検討結果を踏まえて、事業規模の策定とそれにかかる運営費

用、処分場の立地・建設費用等の処分費用を試算するとともに、ＲＩ・研究所等廃棄物

の処分事業実施のための資金確保方策について検討を行うことが必要であり、準備

会を中心にこれらの検討を進めることが適当である。 
 
   ４．処分事業の実施スケジュール 
処分事業を円滑に進めるためには、全体のスケジュールを明らかにしておくことが不

可欠である。処分事業主体の設立に至る準備段階から処分地の選定、処分場の建

設、処分場の操業、処分場の閉鎖段階までの事業計画と関係機関の役割が、徹底し

た情報公開の徹底の下、常に国民の前に提示され、国民の理解を得ながら事業が

遂行されることが必要である。 
 今後の実施スケジュールを策定する上で最も重要な点は、現世代が発生させた廃

棄物についての負担を後世代に残さないよう、早急に処分の実施体制の確立に向け

た取り組みを具体化することである。 
 他方、関係法令の整備、処分事業主体や処分費用の確保に係る検討等に要する

時間を考慮すれば、今後処分事業主体の設立までには数年の期間が必要であると

考えられる。 
 このため、2000 年頃の処分事業主体設立を目途とし、準備会を中心に、これに向

けた具体的な作業内容及びスケジュールを策定する必要がある（参考資料１１）。 
処分事業実施の時期については、処分事業主体の設立後、処分候補地の検討及び

地元への申し入れ、処分候補地の調査及び処分地の選定、事業申請及び国による

安全審査、処分場の建設等の各段階に要する期間と、今後の処理技術開発状況、

貯蔵施設容量等を勘案し、できるだけ早期に事業が開始されるよう努めていくべきで

ある。 
 
５．研究開発 
 ＲＩ・研究所等廃棄物の適切な処理処分については、これまで述べたように、廃棄体

確認技術の確立が必要である。また、放射性廃棄物の溶融固化処理技術等のより

高度な技術の導入を積極的に進めるとともに、それに伴う安全評価に係る研究開発

等も行うことが必要である。従って、日本原子力研究所、（社）日本アイソトープ協会、

動力炉・核燃料開発事業団等の機関においては、協力して必要な研究開発を進める

こととし、その結果については、準備会及び今後設立される処分事業主体において取

りまとめるものとする。 
 



６．他の廃棄物処分事業との連携・協力 
 
ＲＩ・研究所等廃棄物の中には、現行の政令濃度上限値を超える低レベル放射性廃

棄物やＴＲＵ核種を含む放射性廃棄物及びウラン廃棄物に相当する廃棄物も一部含

まれている。これらの放射性廃棄物について、各々の廃棄物の処分スキームに取り

入れられるよう、処分方策の検討段階から、準備会及び処分事業主体並びに他の廃

棄物処分に係る関係機関は連携・協力を図り、処分の対象廃棄物の範疇から外れる

ものがないようにすることが重要である。 
 
 
さいごに －国民の理解を得つつ処分事業の着実な実施を図るために－ 
 
 処分事業が遅滞なく着実に実施されるためには、技術的・制度的に安全の確保が

図られることはもちろん、当該事業に対する国民の不安をなくし、理解が得られること

が不可欠である。 
 事業の実施にあたっては、当該事業の必要性とともに、どのような廃棄物が、どの

ような処分事業主体によって、どのように処分されるのか、とくに、安全確保はどのよ

うに図られるのか、といった事業の全体像が、計画の初期段階から国民に周知され

る必要があり、このための積極的な情報の提供が行われなければならない。その際、

正確・詳細な情報とともに、専門的な知識を持たなくても理解できる分かり易い情報

が提供されることが重要である。このため、処分事業主体が設立されるまでは、準備

会が、処分事業主体設立後は、事業主体が中心となり、積極的な情報提供を行うこ

とはもちろん、国においても当該事業の必要性について広報を行っていくことが重要

である。 
 また、処分事業が、処分場の管理期間が終了するまで、どのような制度の下で、ど

のような手続きで実施されていくのか、明らかになっていることが重要であり、このた

めに必要な関係法令が整備される必要がある。 
 このように、一連の制度が整備され、処分事業主体を中心に積極的な情報提供が

行われることにより、初めて、廃棄物処分に係る透明性が確保され、国民が当該事業

を理解する環境が整えられることになる。 
 また、処分事業は、国民の理解を得ることはもちろん、立地地域に受け入れられる

ものでなければならない。このためには、まず第一に、安全確保策を含め事業の実施

にあたって、国民とりわけ地域住民の意見が反映されることが重要である。 
 処分事業の実施が地域住民の健康や周辺の自然環境に対する影響を与えないよ

う必要な安全対策を講ずることはもちろん、事業の実施にあたっては、当該事業が地

域の発展に寄与できるよう取り組むことが重要であり、処分場の管理期間が数十年



から数百年にわたることを踏まえ、長期的展望に立った取り組みが必要である。 
 
 本専門部会においては、以上のように、ＲＩ・研究所等廃棄物の処理処分について

技術面、制度面から検討を行ってきた。今後、以上に述べた諸点を踏まえ、準備会等

の関係機関においては処分事業の具体化に向けた諸準備に早急に取り組むことが

必要である。また、国は、関係機関における取り組み状況を適宜把握するとともに、

その結果をも踏まえつつ諸制度の整備を図り、ＲＩ・研究所等廃棄物の安全かつ合理

的な処理処分が的確に実施されるよう、適切に対応することが重要である。 





























《原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画抜粋（原子力委員会 平成 6 年 6
月 14 日）》 

 
 
 放射性同位元素等の使用施設等から発生する放射性廃棄物（ＲＩ廃棄物）の処分に

ついては、日本原子力研究所と廃棄事業者としてＲＩ使用者等からＲＩ廃棄物を譲渡さ

れ自ら保管廃棄している（社）日本アイソトープ協会等の主要な責任主体が協力し

て、実施スケジュール、実施体制、資金確保等について、早急に検討を始めることと

します。国は、海洋投棄に替えて地中埋設を実施に移すための基本方針を策定し、

「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律」等関係法令の改正な

ど、制度面での整備を行うなど、処分が適切かつ確実に実施されるよう措置すること

とします。処分については、比較的半減期の短いベータ・ガンマ核種が主要核種であ

る廃棄物のうち、放射能レベルの比較的低いものは浅地中処分又は簡易な方法によ

る浅地中処分を行うものとします。さらに、半減期が極めて短い核種のみを含むもの

については、段階管理を伴わない簡易な方法による浅地中処分を行うこととします。

今後、これらの具体的な方法を検討した上で、基準の整備等を図っていくこととしま

す。アルファ核種のような長半減期核種が主要であるものについては、ＴＲＵ核種を

含む廃棄物及びウラン廃棄物を参考に処分を検討することとします。 
研究所等廃棄物の処分については、直接の廃棄物発生者である日本原子力研究

所、動力炉・核燃料開発事業団等の主要な機関が協力して、実施スケジュール、実

施体制、資金の確保等について、早急に検討を進めることとします。 
 

 

 
 
  



用語集 
 

あ 
ＲＩ： 
 放射性同位元素(Radioisotope)のこと。元素のうち原子番号が同じで原子核の質

量数の異なるものを同位元素という。同位元素の中で放射性を有するものを放射性

同位元素という。 
 
ＲＩ廃棄物： 
 放射性同位元素で汚染された放射性廃棄物。放射性同位元素を使用した施設、医

療機関や医療検査機関等から発生する。主な発生形態は、注射器のようなプラスチ

ック類やペーパータオル、手袋、試験管のようなものである。法律上は、「放射線障害

防止法」、「医療法」、「薬事法」、「臨床検査技師法」により規制を受ける施設より発生

した廃棄物を指す。 
 
α核種： 
 α線を放出する放射性核種。α核種から放出される α線は、空気中を数ｃｍ程度し

か飛ばないため、外部被ばくよりも、体内に摂取した場合の内部被ばくの影響が大き

い。α核種のほとんどが、ウラン及びそれ以上の重さを持つ核種、またはそれらが順

次壊れることによってできた核種であり、半減期が長いものが多い。α核種は、高レ

ベル放射性廃棄物、ＴＲＵ廃棄物、ウラン廃棄物に多く含まれ、半減期が長いことか

ら、長期にわたる影響を考慮する必要がある。 
 

う 
ウラン廃棄物： 
 原子力発電所で使用するウラン燃料の加工施設、濃縮施設等から発生する放射性

廃棄物であり、ウランによって汚染された廃棄物（核燃料を再処理することにより取り

出された回収ウランやウラン濃縮により発生する劣化ウランは含まれない。）。 
 

か 
核燃料サイクル： 
 天然に存在するウラン資源等がウラン濃縮、加工等を経て核燃料として原子炉で利

用されるまで、及び、核燃料として利用された使用済燃料からプルトニウム等を取り

出し再び核燃料として利用する核燃料の一連の流れ。更には、各種放射性廃棄物が

処理処分されるまでの全ての過程を統合した、ウラン資源等を有効に利用するため

の体系。 



 
核燃料使用施設： 
 精練、加工、濃縮、再処理の各事業及び原子炉の運転以外での目的で核燃料を使

用する施設。 
 
ガスクロマトグラフ： 
 気体中の微量物質の分析に用いられる装置であり、一部の装置の検出器に密封さ

れたＲＩ（63Ni）を使用しているものがある。 
 
加速器： 
 電子、陽子等を電場により加速して運動エネルギーを与える装置。直線加速器、サ

イクロトロン等がある。核融合の研究、放射光の利用、種々の物性値の測定、放射性

医薬品の製造、癌治療のための重粒子線治療等に用いられている。放射性廃棄物と

しては、加速された粒子線が当たるターゲット周辺、コリメーター（放射線を平行にし

集束させるもので、鉛等）等が放射化したもの、大型の加速器においては発生する２

次中性子により放射化したコンクリート等がある。 
 
感染性廃棄物： 
 医療機関・医療検査機関においては、治療・検査の目的のため患者に注射等を行

うことがある。このため、血液の付着した脱脂綿、注射針等の廃棄物は、病原菌によ

る２次汚染の恐れがあり、これらを感染性廃棄物としている。 
 

け 
研究所等廃棄物： 
 原子炉等規制法による規制の下、試験研究炉等を設置した事業所並びに核燃料

使用施設等を設置した事業所から発生する放射性廃棄物。試験研究炉の運転に伴

い発生する放射性廃棄物は、原子力発電所から発生する液体や固体廃棄物と同様

なものである。その他は、核燃料物質を用いた研究活動に伴って発生する雑固体廃

棄物が主なものである。 
 また、試験研究炉の運転、核燃料物質等の使用等を行っている研究所等において

は、あせてＲＩが使用されることも多く、原子炉等規制法及び放射線障害防止法の双

方の規制を受ける廃棄物も発生している。 
 

こ 
コンクリートピット処分： 
 浅地中処分形態の１つで、地表を掘削したのち、コンクリート製の箱を設置してその



中に放射性廃棄体を定置し、モルタル等で充填するもの。原子炉等規制法において

は、原子炉施設から発生する放射性廃棄体を対象として、処分場跡地に居住した場

合等の評価シナリオを考慮した放射能濃度上限値が設定されている。 
 

し 
試験研究炉： 
 試験研究炉は、研究所や大学等において、発電以外の目的で設置された原子炉。 
 
浸出水： 
 廃棄物を埋設した際に、処分場に雨水、地下水が流入して廃棄物と接触することに

よりしみ出してくる水。有機性の汚水等を含むため、一般・産業廃棄物の管理型処分

場においては、ゴムシート等を設置するとともに浸出水の処理施設の設置が必要とさ

れている。 
 ＲＩ廃棄物については、1)事前の処理において有機物を十分に除去すること、2)廃
棄物をセメント等で十分に固型化（将来的には溶融固化の導入についても検討を行

う）することにより汚水の発生自体が非常に少ない廃棄体として処分を行うこと、3)処
分場に粘土等の遮水機能を有し、雨水・地下水が流入し難い構造とすることにより浸

出水の発生自体を少なくする処分場とすることとしている。 
 

す 
スケーリングファクター法： 
 原子力発電所の運転により発生する放射性廃棄物には、63Ni 等のように外部から

の放射線測定が難しい放射性核種が含まれており、このような放射性核種の放射能

濃度を評価する手法の１つ。廃棄体の母集団から代表サンプルより分析用試料を採

取し、放射化学分析を行い、指標となる外部からの放射線測定が可能な 60Co 等の

Ｋｅｙ核種と難測定核種の相関関係を評価して、この結果を用いて個々の廃棄体の非

破壊外部測定によるＫｅｙ核種の測定結果を組み合わせて、難測定核種の放射能濃

度を評価する手法。 
 
素堀り処分： 
 コンクリートピット等の人工バリアを設けず、素堀りの溝状等の空間に廃棄体を定置

して埋設する処分方法。原子炉等規制法においては、原子炉施設から発生するコン

クリート等の放射性廃棄物を対象として処分場跡地の掘り返しや跡地に居住した場

合等の評価シナリオを考慮し、素堀り処分が可能な放射能濃度上限値が規定されて

いる。 
 



せ 
セメント固化： 
 廃棄物を固型化する方法として、セメントを固型化材料として用いる方法。 
 

て 
ＴＲＵ核種（Transuranium）を含む放射性廃棄物： 
 再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設から発生する低レベル放射性廃棄物で、ウラ

ンより原子番号の大きい人工放射性核種（ＴＲＵ核種）を含む廃棄物。 
 

と 
トレーサー： 
 ある対象の挙動または分布を知るために外部から加えて目印とする物質。対象元

素と同じ化学的性質を持つものが用いられ、本報告では、放射性同位元素を用いた

場合を指す。 
 

み 
密封線源： 
 ガンマ線の照射用や放射線測定器の校正用標準物質として、一定量の放射性物

質を金属容器等に封入したもの。代表的な密封線源としては、癌の治療に用いる

60Co の密封線源が挙げられる。用途により含有される放射能は大きく異なり、密封

線源１つで約 1012Bq に達するものから、192Ir のように 107Bq 程度のものまであ

る。 
 

は 
半減期： 
 放射能の量が半分になるまでの時間は放射性核種によって定まっており、それらを

半減期と呼ぶ。半減期は、放射性核種によって数十億年以上といった長いものから、

百万分の１秒以下の短いものまで種々ある。 
 

ひ 
非破壊検査： 
 検査する物質の内部を壊すことなく外部から検査する方法。密封線源を用いて航空

機のエンジン内部や工業プラントの溶接部分の検査等に使用される。 
 

へ 



βγ核種： 
 β線及び γ線またはそのいずれかを放出する放射性核種。低レベル放射性廃棄物

の放射性物質の大部分は βγ核種であり、比較的短い半減期を持つ核種が多い。 
 

ほ 
放射性医薬品：  
 医薬品のうち、放射性同位元素を添加したもの。体内に注射を行うことにより癌等

の検査を行うものや、採取した血液の検査に使用されるもの等がある。半減期が１日

から数十日以内の短半減期の放射性同位元素を使用したものが多い。ポジトロン断

層診断（ＰＥＴ）に使用される放射性同位元素のように、半減期が短いために、病院又

はその近郊に設置された加速器で生産され、すぐに使用されるものもある。 
 
放射能： 
 不安定な原子核が壊れて別の原子核になるときに放射線を出す性質を放射能とい

う。放射性同位元素を電灯にたとえれば、放射線は光線に相当し、放射能は電灯が

持っている光線を出す能力あるいは性質にたとえることができる。 
 放射能は、単位時間あたりに原子核が壊れる回数で表される（１秒間に１つの原子

核が壊れる放射能の強さを１Ｂｑと呼ぶ）。 
 
ポジトロン断層診断（ＰＥＴ）： 
 陽電子（ポジトロン）を放出する放射性核種 11C 等を用いた標識試薬を体内に注射

して、体内から放出される放射線を測定して人体内の機能を調べる手法。 
 

よ 
溶融固化処理： 
 金属などの雑固体又は焼却灰に電気等により熱をかけて廃棄物を一旦溶かして固

型化する方法。廃棄物の減容比が大きいこと、処理後の固化体の安定性が高いこと

等の特徴がある。  
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